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5 イン 国 製鋼 効活用 巻く現状 調査 分析結果 

5.1 製鉄所 調査 

5.1.1 国営一貫製鉄所 

 

イン 国営一貫製鉄所 SAIL社(Steel Authority of India Limited) A社 RINL社(Rashtriya 

Ispat Nigam Limited) B社 2社 あ 国営一貫製鉄所 特徴 高炉 転炉法 た溶銑

予備処理 程 転炉 負荷 大 く 製鋼 塩基度(V=CaO/SiO2) 高い

製鋼 活性 非常 高い 推測さ  

 

( ) A社 SAIL社  

SAIL社 イン 国 製鋼プ ン 9拠 持 そ 5製鉄所 普通鋼 高炉一貫製

鉄所 あ そ 他 VISL製鉄所 高炉 持 い 細 不明 あ 残 3プ ン

合金 場 ン 等 い SAIL 関 今回 検討 高炉一貫製鉄所 5製

鉄所 絞 込 基礎調査 実施 た 以 SAIL社 高炉一貫製鉄所 所 地 示  

 

 
Fig.51-1 Map of SAIL 5 integrate steel plants 

 

Table 51-1 SAIL 5 integrate steel plants 

 
出典：SAIL’s diary 2012 抜粋  
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以 SAIL社高炉一貫製鉄所 粗鋼生産 推移 示 2005年以降±10％程 変動 見

安定的 生産 中 あ  

 

Table 51-2 The Annual Statistics of Crude Steel Production by SAIL     (単 ：千 t) 

 
 

 
 

Graph.51-1 Annual Statistics of Crude Steel Production by SAIL 

 

(ア) 予備調査 容 

SAIL社 製造プ 高炉 転炉法 あ 製鋼 発生 予測 1)製品

販売 2)銑鉄製造販売 確認 製鋼生産 検証 必要 あ 以 SAIL各製鉄所

1) 設備能力一覧 2)製品販売 3)製造プ 4)生産設備一覧 示  

 

Table 51-3 Plants and units of SAIL 

 
出典：SAIL’s diary 2012 抜粋  
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 SAIL-BSP製鉄所  Bhilai Steel Plant  

 

Table 51-4 SAIL-Bhilai製鉄所販売  

PRODUCT-MIX TONNES/ANNUM 

Semis 533,000 

Rail & Heavy Structural 750,000 

Merchant Products 
500,000 

(Angles, Channels, Round & TMT bars) 

Wire Rods (TMT, Plain & Ribbed) 420,000 

Plates (up to 3600 mm wide) 50,000 

Total Saleable steel 3,153,000 

 

  
Fig.51-2 Flow sheet of SAIL-Bhilai 

 

Table 51-5 Facilities List of SAIL-Bhilai 

 
約 150万 t 銑鉄販売 製鋼 300万 t程度 
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Fig.51-3 Flow sheet of Bhilai Steel Slag treatment 

 

 

 SAIL-BSL製鉄所  Bokaro Steel Plant  

 

 
Fig.51-4 Process Flow Chart : SAIL-Bokaro 

 

 

Table 51-6 Facilities List of SAIL-Bokaro 

 
銑鉄販売無 製鋼 370万 t 120万 t 増産計画  
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 SAIL-DSP製鉄所  Durgapur Steel Plant  

 

Table 51-7 SAIL- Durgapur製鉄所製品販売  

PRODUCT-MIX TONNES/ANNUM 

Merchant Products 280,000 

Structural 207,000 

Skelp 180,000 

Wheels & Axles 58,000 

Semis 861,000 

Total Saleable steel 1,586,000 

 

  
Fig.51-5 Process Flow Chart: SAIL-Durgapur steel plant 

 

Table 51-8 Facilities List of SAIL-Durgapur 

 
約 30万 t 銑鉄販売 製鋼 160万 t程度 
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 SAIL-RSP製鉄所  Rourkela Steel Plant  

 

Table 51-9 SAIL- Rourkela製鉄所製品販売  

PRODUCT-MIX TONNES/ANNUM 

Plate Mill Plates 299,000 

HR Plates 92,500 

HR Coils 398,000 

ERW Pipes 75,000 

SW Pipes 55,000 

CR Sheets & Coils 433,000 

Galvanized Sheets (GP& GC) 160,000 

Electrolytic Tin-Plates 85,000 

Silicon Steel Sheets 73,500 

Total Saleable Steel 1,671,000 

 

 

  
Fig.51-6 Process Flow Chart: SAIL-Rourkela steel plant  

 

Table 51-10 Facilities List of SAIL- Rourkela 
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 SAIL-ISP製鉄所  IISCO Steel Plant  

SAIL-ISP製鉄所 西ベンガ Burnpur 所 426千 t/年 製品販売能力 254千 t

銑鉄生産能力 い  

 

Table 51-11 Facilities List of SAIL- ISP  

 
 

(イ) 予備調査結果 

以 結果 製鋼生産 推定 製鋼 発生 予測 た 結果 以 示

結果 BSP び BSL 対象 ア製鉄所 選定 生産 少 い事 ISP 対

象 ア製鉄所 除外 たDSP び RSP 関 対象製鉄所 処理 製鋼

調査 た 対象 ア 対象 否 検討  

 

          Table 51-12 製鋼生産 び 製鋼 発生 一覧    (単 ：千 t/年) 

No  Steel mill 製鋼生産  製鋼 発生  備 考 

N1 Bhilai(BSP) 3,000 330  

N2 Bokaro(BSL) 3,700   407 増産計画  

N3 Durgapur(DSP) 1,600   176  

N4 Rourkela(RSP) 1,700   187  

N5 IISCO(ISP)  426    47 対象外 

 

 

2  訪問調査結果 

社 対 効活用 交渉経緯 以 記載  

 

Table 51-13交渉経緯 

年 日  容 部 署 出席者 概 要 

120214 ﾃ ｮ  貿易 印 3 日側 3  
ｸ 効活用事業化 ﾃ ｮ  

回 金属鉄 輸出入 関 ｸ  

120217 
第 1回 

合 検討会 
企画 印 7 日側 2  

ｸ 効活用事業化 ﾃ ｮ  

他国営製鉄所 進捗状況 興味 

Proposal 提出要請 

日 政府や行政機関等 協力 け

FSNL 協調 相互確認 

120713 Tender CMMG  
副産物 ｸ 関 Tender 

応 EOI提出 要請 

120808 EOI NMD  E.O.I.(Expression of Interest 作成 返送 

120808 Proposal 社 印 1 日側 1  Proposal提出 

121008 Proposal 社 印 5 日側 4  

Proposal 容 討議 質疑応答 

回 歩留 質問 集中 

ネ 効活用 FSNL 担当 

対象製鉄所 確定 

EOI 応募者 確認 

 実施時期：書類審査後 決定 
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130228 
第 2回 

合 検討会 
社 印 3 日側 5  

Proposal ｫ 進捗状況確認( 細 以 ) 

Proposal応募者 SAIL 目的  

Project 見直 中 

現設備 見学 診断 要望 

 

(ア) プ 進捗状況確認 (2013年 2 28日) 

 進捗状況 

SAIL 社 多く 案件 抱え 国営企業 方向性 決 こ 多い 各プ

少 進 い  

 資金 

資金面 問題 い  

 応 者 

今回 処理全体 応 業者 募集 た 処理技術 企業 募集

たた プ 見直 検討中 

 処理方式 

製鉄所 目標 処理会社 実態 大差 

 

(イ) 今後 方針 要請事項 

SAIL社 ED 現設備 NMD設備 比較 求 た 現時 SAIL社 現設備 見学

比較出来 いた 対象製鉄所 処理設備見学 要請 た  

 

 

Photo.51-1 SAIL 社入            Photo.51-2 SAIL 社  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

Photo.51-3 第 1回関 者合 検討会   Photo.51-4 第 2回関 者合 検討会 
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( ) B社 RINL社  

 

(ア) 予備調査結果 

RINL社 Andhra Pradesh州 Visakhapatnam(通称：Vizag)地区 主力一貫製鉄所 (Vizag 

Steel) 設置 生産中 あ 以 Vizag製鉄所 1) 所 地 2) 設備能力一覧 3) 製造プ

生産設備一覧 示  

 

 
Fig.51-7 Map of Vizag steel plant of RINL 

 

Table 51-14 The capacity of ｆacilities with Vizag Steel plant 

 
 

(イ) 訪問調査結果 

社 対 効活用 交渉経緯 以 述  

 

Table 51-15交渉経緯 

年 日  容 部 署 出席者 概 要 

120216 
第 1回   

合 検討会 
製鉄所 印 7 日側 2  

効活用プ ン ョン 

細：  参照 

 問題 抽出：処理能力不足 

 サンプ ン  

121010 
第 2回   

合 検討会 
製鉄所 印 4 日側 4  

Proposal 容 討議 現場確認    

細：  参照 

121011 
第 1回   

合 検討会 

国営

処理会社 
印 2 日側 3  

共 事業化 可能性調査         

細：  参照 
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 第 1回関 者合 検討会 

 現状 処理施設 問題 処理能力 不足 

 回 産物 焼結 BF BOF 全 活用 

 金属鉄 高品 化設備 不要 

 製鋼 発生 33万 tpy 27500tpm 毎 2万 庫 積中 

 庫 200万 ン： 性状 粉化物主体 脱 S 転炉 混合 

 回 産物品質 要視 た 33万 tpy 処理設備 要望 

 ップ 関 既存処理会社 関 維持 事 要視 

 回 物品 蒸気 ン ( 材 用途開発) 興味 

 環境対策設備 表  

 

Table 51-16 処理設備 環境対策 

 
 

 
Photo.51-5 Vizag製鉄所正門     Photo.51-6 Vizag製鉄所環境指針 

 

 第 2回関 者合 検討会 

 提出 た Proposal 容確認 現地実態調査 

 新規導入設備： 確認(環境対策無 ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Photo.51-7 関 者合 検討会             Photo.51-8 新規導入設備 

区 分 現 状 問題

音

外処理

対策

対策 た 音大

大 気

振 動

水 質

雨季 大雨 対応出来

い いた 害物質

油分流出 恐 あ

対策

外処理

対策

振動 建 設備

破損 発塵

外処理

排水設備あ

油水分 あ

対策 た 常 発塵
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Table 51-17 回 産物 用途 

用途 産物 回 率 

SMS Mag-80mm,+80mm:Scrap:4-5% 

焼結(RMMP) Nonmag-10mm:10-15% CaO=45-49%  

BF, SMS + Traffics Nonmag30-50mm:10-15% 

Filling, Rood Nonmag10-30mm+50mm:65-70% Worked through Slag  

 

 検討会 結果 

1) NMD設備導入 ッ 理解 Proposal 提出要請 

2) FSNL社 協力要請 

 

 第 1回関 者合 検討会 FSNL社： 国営 処理会社  

 実態調査 共 事業化 確認 

 製鉄所 目標 処理会社 見解 相  

 技術交流や情報交換  

 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Photo.51-9 FSNL 社  

 

( ) 組成 性状調査 び 結果 

 目的 

イン 溶銑予備処理 一部 実施 転炉 精錬 行 い そ 転炉 負

荷 高く 転炉 活性 高い 結果 膨張崩壊 起こ や く 向け 効活

用 夫 必要 日 当 関 知見 少 い そこ RINL社 Vizag

製鉄所 転炉 ネ 分 性状 確認 結果 処理後 ネ 分 効

活用化 基 活用  

 

 発生状況 

製鉄所 転炉 精錬毎 溶融状態 ポッ 排出さ 冷却後 固化 た

転倒後 粗破砕 保管場所 移動 冷却後 灰白色 粉 化 いた 以

Vizag製鉄所 処理 記載  

 

 
Fig.51-8 Flow sheet of Vizag Steel Slag treatment  
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 試 方法 

処理後 保管 ッ 貯蔵さ いた 1) -8mm非磁着物 2) 30-50mm磁着物 ン

サンプ ン 採 た 以 処理 場 写真 記載  

採 たサンプ 日 送付 た サンプ 到着後 写真撮影 行 た 写真撮影後

供試料全 ンプ Stamp mill：鉄製 餅 機 試 粉砕機 粉砕 た 粉砕後

0.5mm 形篩 篩分け た 篩 (+0.5mm) 再度 ンプ 粉砕 篩 (-0.5mm)

発生 無く 繰 返 た -0.5mm回 物 秤 後交流式磁力選 試 機 Hand 

Tester 磁着物 -0.5mm-C 非磁着物 -0.5mm-T 選 た +0.5mm 金属鉄 あ  

 

 
 Photo.51-10 ヤ        Photo.51-11 積  

 

 
Photo.51-12 積      Photo.51-13 処理 イン 

 

 試 結果 

 目視観察結果 

以 今回入手 た電炉 写真 記載 目視観察結果 非磁着物 酸化

鉄 含 く灰白色 いた 通常 ネ 分中 酸化鉄含 Fe>1% 場合

色 黒色 い 灰白色 F-CaOや 2CaO-SiO2鉱物 大 含 転炉

特徴 あ 膨張崩壊 可能性 高い 路盤材等 効活用化 際 膨張崩壊

率 縮強度 測定 必要  

 

      

Photo.51-14 30-50mm磁着物 最大粒 50mm  Photo.51-15 <8mm非磁着物 最大粒 8mm  
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 含 ンプ 検定結果 

以 ンプ 金属鉄含 検定 測定結果 示  

 

 
Fig.51-9 Flow Sheet and Result of Vizag Steel LD Slag 

 

Sample-B 金属鉄含 +0.5mm 測定結果 58.6% 高い事 明 た た

Sample-E 金属鉄逃避 逆 1.7% い 破砕等 程 経 こ 様 含

率 得 事 冷却後 処理 過程 自然膨張崩壊 起こ 金属部 ネ

分 単体分 進 い 事 解  

ンプ 検定 実施 た後 金属鉄 粒度分布 外観写真 以 示  

 

Table 51-18 Size distribution of Steel Metals 

粒 度(mm) 
合 計 

0.5～3.5 3.5～8 8～15 15～50 

16.7  22.4  21.3  39.6  100.0  

 

 
Photo.51-16 ンプ検定 回 た粒度毎金属鉄( -0.5~3.5mm,3.5~8mm,8~15mm,15~50mm) 

 

 化学成分分析結果 

ンプ検定 得 た 1) +0.5mm  2) -0.5mm ネ 3) -0.5mm磁着物 4) -0.5mm

磁着物 供試料 1) 湿式分析  2)～4) 蛍光 X線分析法 成分分析 行 た 以

そ 結果 記載  

 

Table 51-19 Chemical components of Metals & Minerals from Sample-B 
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Table 51-20 Chemical components of Minerals from Sample-E 

 
 

1) +0.5金属鉄( 分)性状 

+0.5mm 分 炭素分 分析結果 中炭素鋼鉄 あ 事 分 た 転炉 程

銑鉄 酸素 用い 脱炭 応 進 い た 中炭素～ 炭素鋼 混 一

般 鋼 処理 銑鉄 処理 比 鉄分 品 アップ い 製鋼 処理プ

夫 必要 た P, S 含 い い事 回 評価

高い  

FSNL社 処理 +5mm 分 5～6%回 推定鉄品 60% 推定回 率

80% いた 情報 推定 サイ 金属鉄含 4%(=5.5%*0.6÷0.8)

急 Sample-A,C,D 採 当 中 含 把握 必要 あ  

 

2) -0.5mm ネ 分性状 

-0.5mm ネ 分 塩基度 V=CaO/SiO2 ≒4 あ 通常 転炉 (V≒3) 比

高く 流動性 悪い い 思わ 含 高い 面膨張崩壊

注意 け ば い 中 P含 P≒1～2% P肥料

効活用化 検討 値 ン 原料 考えた場合 V=3 望 い 十分

原料 得  

 

3) -0.5mm磁着物性状 

-0.5mm磁着物 T-Fe含 見 焼結原料 適 い い 高炉 造滓材

効利用 検討  

 

 考 察 

今回 調査 十分 サンプ ン 出来 金属鉄含 把握 た

ネ 分 分析結果 回 産物 効活用化(案) 作成 行 た 以 そ 結

果 示  

 

 
Fig.51-10 回 産物 効活用化(案) 

 

 今後 進 方 

 イ ッ 試 計画立案 実施 

社 既存 処理プ ン 実態調査 び イ ッ 試 実施 当 中

含 把握後 F/S 水準 検討 

 Proposal提出 

提案 容 弊社構 場 イ ン 設備 付加 提案 計画 
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( ) 総括 

今回 調査 結果 国営製鉄所 処理 関 環境改善や ネ 分 効活

用 対 意欲 伺えた た 国営 処理会社 保護 目的 協調化 要望 あ た

国営 処理会社 態依然 た考え方や P.P.P.(Public Private Partnership)

対 不信感 感 国営製鉄所 間 交わ た M.O.U 対 姿勢 如

実 あ た  

国営製鉄所自体 予算化 時間 必要 事 実施時期 半年間 書類審査後質問状送付

び 落 者 決定 1年程必要 あ そ 後 実施 たい あ 今回 F/S事業

対象 外 事 た  

 

(3) 参照 

2012年 7 SAIL社 Invitation of E.O.I. letter け た 日 サイ E.O.I.(Expression 

of Interest 作成 返送 た 以 そ 容 一部 記載  

Fig.51-11 Invitation Letter from SAIL 

 

Fig.51-12 EOI for SAIL (Draft) 
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5.1.2 民営中 製鉄所 

 

民営中 製鉄所 ン 国 各地域 散在 い 回 調査 い 利便性 製鉄所

密 度等 考慮 Punjab 州 調査対象 Punjab 州 中規模電炉 規模誘 炉

合わ 200 社以 生産 行 い 2.2(2) 述 民営中 製鉄所 い

各社 発生 少 い 構外型 処理方式 目的 検討 以 概略図 記

載  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.52-1 構外型処理方式 概略 

 

現段階 ネ 2.1.2 記述 以 2 種類  

 

Table 52-1 民営中 製鉄所 ネ  

   

製鉄方法 特徴 DRI 電炉方式 ッ 原料 誘 炉方式 

ネ キ  合弁 BOT 方式 

ン 側独資 ン 販売 方式 

合弁(BOT)方式 

日本側独資方式 

対象製鋼  電炉 EF  誘 炉 IF  

回 製品 回 金属 ン材  

塊 ネ 分 材  

粉 ネ 分 ン 原料  

潜在的  自社処理後 ン や 処分中 処分 不明  

 

(1) 調査結果 細 

対象 5 製鉄所 関 備調査 行い 後訪問調査 実施 以 結果 記載
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( ) G1 社 

 

G1 社 い ン 調査 実施後 処理設備 視察 調査結果及び 処理 

設備 ン 以 示  

 

Ｔable 52-2 G1 社調査結果           Table 52-3 処理設備 環境対策   

訪問日時  2012/5/21 

製鋼方法  電気炉 35t 炉  

生 産   10,000t/M 

種類 EF 

発生  1,750t/M 17.5%  

処理 実施中 

ネ 分処分 不明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.52-2 G1 社 処理 写真 ：NMD  

 

ン 概要 手選 サ 塊 除去 後 破砕 磁選 篩 工程  

繰 返  

大塊除去

ッ

吊 式磁選機

ン ッ

振動篩

型磁選機

-20mm  

-20mm 尾鉱 

区 分 現 状 問題

音

屋外処理

対策

対策 音大

振 動 対策

振動 建屋 設備

破損 発塵

水 質

屋外処理

排水設備：不明

油水分 ：不明

雨季 大雨 対応 来

い い可能性あ 害

物質 油分流 恐

大 気

屋外処理

対策

対策 常 発塵
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( ) G2 社 

 

ン 調査 実施後 処理設備 視察 調査結果及び 処理設備 ン  

以 示  

 

Ｔable 52-4 G2 社調査結果          Table 52-5 処理設備 環境対策 

訪問日時  2012/5/21 

製鋼方法  電気炉 35t 炉  

生 産   8,000t/M 

種類  EF 

発生   750～800t/M 約 10%  

処理 実施中 

ネ 分処分  200INR+ ﾗ ｸ運賃 ﾒ ？ 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.52-3 G2 社 処理 写真 ：NMD  

 

 

 

 

 

 

 

 

Photo.52-1 G2 社 処理設備 

 

 

 

 

 

 

Photo.52-2 G2 社 金属回 物 

区 分 現 状 問題

音

屋外処理

対策

対策 音大

振 動 対策

振動 建屋 設備

破損 発塵

水 質

屋外処理

排水設備：不明

油水分 ：不明

雨季 大雨 対応 来

い い可能性あ 害

物質 油分流 恐

大 気

屋外処理

対策

対策 常 発塵
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( ) G3 社 

 

ン 調査 あ 処理設備等 細 不明 あ  

 

Ｔable 52-6 G3 社調査結果 

訪問日時  2012/5/22 

製鋼方法  電気炉 35t 炉  

生 産   4,500t/M 

種類  EF 

発生   625～750t/M 約 16%  

処理 不明 

ネ 分処分  扱中 

 

 

( ) G4 社 

 

ン 調査 あ 処理設備等 細 不明 あ  

 

Ｔable 52-7 G4 社調査結果 

訪問日時  2012/5/22 

製鋼方法 
 電気炉 2 基 22～25t/基 

 誘 炉 2 基 10t/基 

生 産   8,000t/M 

種類  EF IF 

発生  
 電気炉 300t/M 

 誘 炉 100t/M 

処理  実施中 細不明  

ネ 分処分 

誘 炉 手選 後 1 社 ン 経由

ン 行 処分費 0 +輸 費 100Rs 廃棄 

処分 経 的理由 分析 未実施 

 

G3 G4 社 処理設備 不明 あ ネ 扱い 関 ン  

存在 顕著  
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( ) G5 社 

 

ン 調査 実施後 処理設備 見学 調査結果及び 処理設備 ン  

以 示  

 

Ｔable 52-8 G5 社調査結果            Table 52-9 処理設備 環境対策 

訪問日時  2012/5/22 

製鋼方法  誘 炉 電気炉 入 定  

生 産   2,100t/M 

種類  誘 炉 

発生   60t/M 約 3%  

処理 実施中 

ネ 分処分  Rs0 処分 活用 興味あ  

 

 

 

 

Fig.52-4 G5 社 処理  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Photo.52-3 G5 社 ン ッ       Photo.52-4 G5 社 六角形型回転式磨鉱機 

 

Photo.52-4 示 磨鉱機等 人力 行  

不安定 あ 処理 限 い  

G5 社 場合 処理 多く 人手 必要  

あ 一方 ン 用確保 観  

ば 必要 設備 あ 考え  

 

 

 Photo.52-5 G5 社 型磁選機 

区 分 現 状 問題

音 対策 対策 音大

大 気 対策 対策 常 発塵

振 動 対策

振動 建屋 設備

破損 発塵

水 質

半屋 処理

排水設備：不明

油水分 ：不明

雨季 大雨 対応 来

い い可能性あ 害

物質 油分流 恐
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(2) 民営中 製鉄所 調査結果総括 

環境 関 製鉄所 理解 各々異 以 課題 あ  

 

( ) 種類 

種類 電炉 EF 及び誘 炉 IF 2 種類あ IF 発生 1～3% 少 い  

( ) 発生  

電炉 4 社 発生 約 4 万 4 千 tpy 誘 炉 200 社 発

生 3 万 6 千 tpy あ 合計 8 万 tpy 程度 発生 少 い 明 調

査 行 5 社 い 合計最大約 4 万 tpy  

( ) 処理状況 

自社 簡易設備 用い 人海戦術 処理 実施中 

( ) ネ 分 処分 

ネ 分 処理業者 ン や い ン 存在

運賃 価格 手数料 処分 明 処分 調査 5 社 不明

 

 

以 以 様  

 

Table 52-10 民営中 製鉄所調査結果 

  G1 G2 G3 G4 G5 

種類 EF EF EF EF IF IF 

発生 (tpy) 21,000 9,000 8,400 4,800 780 

処理 ○ ○ 不明 手選  ○ 

ネ 分処分業者 不明 外注 外注 外注 外注 

ネ 分処分  不明 不明 不明 不明 不明 

 

(3) 後 方針 

弊社 構外型 処理 ン 最 4～5 万 tpy 入 必要 あ 以

場合 益性 著 く  

中 民営製鉄所 ン 呼ば ネ 分 処分業者 存在 製

鉄所 処分 確認 行 顕在的問題 い  

以 調査結果 考慮 回 事業化対象 優 事 後

ン 等 ン 接触 い  
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区 分 現 状 問題

音

屋外処理

対策

対策 音大

振 動 対策

振動 建屋 設備

破損 発塵

水 質

屋外処理

排水設備：不明

油水分 ：不明

雨季 大雨 対応 来

い い可能性あ 害

物質 油分流 恐

大 気

屋外処理

対策

対策 常 発塵

5.1.3 民営一貫製鉄所 

  

2.4 選定 対象製鉄所 対 一連 備調査 行 調査 ッ 以 通

訪問調査後 製鉄所 理解 得 ば 性状 分析 実施 基 く

ン 案作成 事業 キ 検討 行う  

1) ン 井物産 訪問 備調査 

2) 井物産㈱ ン 井物産 び 弊社 訪問調査及び事業提案 実施 

3) 実態調査 ネ 分 効活用状況 調査 

 

(1) C 社調査結果 

高炉+DRI 電炉一貫製鉄所 あ C 社 調査結果 以 記載  

 

Table 53-1 C 社生産状況調査結果         Table 53-2 処理設備 環境対策 

訪問日時 2012 年 5 23 日 

製鋼方法 
高炉＋電気炉 40t*4 基  

DRI 炉 2 基 焼結 1 基 

生産  300～350 万 t/Y 

種類 DRI 

発生  70 万ｔ/Y 約 20％  

処理 実施中 貯鉱 200 万ｔ 

ネ 分処分 不明 

 

 

 

 

 

 

Fig.53-1 C 社 処理 写真 ：NMD  

 

( ) 製鋼 処理 活用状況 

現在 製鋼 発生 0.73～0.88Mtpy あ 以前 外部企業 構 処理

実施 い 数年前 当 企業 撤 現在 構 一定地域 積 現在

2Mt 程度積 い  

( ) 事業提案 可能性 

 製鉄所 周 約 2.5km 場所 100 万 tpy 処理 ン 新設 検討中 あ 外部

業者 提案 興味あ 実際 当社以外 提案 い  

FSNL社 2年前 操業 
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 外部業者 対 C 社 処理用 用地 水 電気 燃料 提供 考え あ  

 分 回 加え ネ 分 活用 い 提案 期待 い  

 

(2) D 社調査結果 

転炉以外 全 生産設備 一貫製鉄所 D 社 調査結果 以 記載  

 

Table 53-3 D 社生産状況調査結果         Table 53-4 処理設備 環境対策 

 

( ) 製鋼 処理 活用状況 

D 社 現在 Fig.53-2 記載 処理 実施 い 処理設備 不 合や能力

不足 年間 15～20 万ｔ 400tpday 処理さ 埋 立 現在約 50 万ｔ 約 3．

5 年分 積 い  

現在 2 年後 製鋼 ン増強 計画 増強後 更 多く 処理 積

さ 最 100 万 tpy 処理能力 必要 見通  

既存設備 １次 ン ッ 前 ッ や吊 型磁選機 機能

十分 い 手作業 大 金属塊 除去 い 当 前処理 不十分 場合 金

属塊 1 次 ン ッ 噛 込 機械停 び 復 作業 休 時間 増

え稼働率 い 考え 様 理由 2 次 ン ッ 金

属塊 咬 込 起 機械停 び 復 作業 休 時間 増え稼働率

い 推測さ 実際 現場 作業者 手選 作業や機械停 無い

ッ 設備 入 求 声 確認 い 尚 既存設備 環境対策設備

塵機等 設置さ 作業者 不十分 安全保護 着用 過 作業環境 強

い い いう問題 あ  

 

( ) 事業提案 可能性 

 製鋼 ン 増強さ 2014 年 目標 処理事業 常化 意向 あ 当社 技

術 擁 処理能力 保証 来 ン 提案 興味 示 い 現行設備 不 合 多い

D 社 提案 ン ン ン 少 く 自動化 進

ほ い 要望 さ 等 事業提案 可能性 高い  

訪問日時 2012 年 7 25 日 

製鋼方法 
高炉＋電気炉 

DRI 炉 8 基 焼結 1 基 

生産  230 万 t/Y 320 万ｔ/Y 2014 年  

種類 DRI 電気炉 

発生  55 万ｔ/Y 約 24％  

処理 実施中 貯鉱 50 万ｔ 

ネ 分処分 第 3 者 販売 細不明  

区 分 現 状 問題

音 対策 対策 音大

大 気 対策 対策 常 発塵

振 動 対策

振動 建屋 設備

破損 発塵

水 質

半屋 処理

排水設備：不明

油水分 ：不明

雨季 大雨 対応 来

い い可能性あ 害

物質 油分流 恐
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尚 体的 提案 提案 ン 処理 後 ン 等 い 求

等 D 社 興味 高さ 伺う 来 い  

 

Fig.53-2 D 社 処理  

 

( ) 組成 性状等 調査結果 

D 社 性状分析実施 理解 得 来 以 調査結果 記載  

 

 目的 

本邦 DRI 原料 利用率 限 い DRI 原料 電気炉 溶解 後

関 知見 少 い DRI 原料 主 用い 製鋼 経 製鋼 ネ

分 性状 確認 結果 処理後 ネ 分 効活用化 基本 活

用  

 

 発生状況 

D 社 製鋼 DRI 装入 応 連続的 溶融状態 炉 ッ 排 散水冷 

却後 固化 黒色 Wheel Loader くいあ 保管場所 移動 い 試料

処理後 a.磁選精鉱 磨鉱物 b.磁選尾鉱 試料 採  
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 試 方法 

処理後 磁選精鉱 磨鉱物 磁選尾鉱( ネ 分) 試料 各々1～2kg ン

サン ン 採 採 サン 輸 許可 日本 付 Photo.53-1 2

サン 本邦到着後 撮影  

各試料 全 ン Stamp mill：鉄製 餅 機 試 粉砕機 粉砕 粉砕

後 0.5mm 形篩 篩分 篩 (+0.5mm) 再度 ン 粉砕 篩

(-0.5mm) 発生 無く 繰 返 -0.5mm 回 物 秤 後交流式磁力選 試 機

Hand Tester 磁着物 -0.5mm-C 非磁着物 -0.5mm-T 選 +0.5mm 金属鉄

あ  

 

 試 結果 

 目視観察結果 

以 回入手 既存設備 処理後  １ 磁選精鉱 磨鉱物  2 磁選尾鉱

( ネ 分) 写真 記載 目視観察結果 以 記述  

 

1) 磁選精鉱 磨鉱物 

最大粒度 70mm 金属質 ネ 分 混合物 黒色 

2) 磁選尾鉱( ネ 分) 

化鉄 含 高く黒色 い 表面 少 気泡あ  

 

 

Photo.53-1 磁選精鉱 磨鉱物          Photo.53-2 磁選尾鉱 

 

 含 ン 検定結果 

以 ン 金属鉄含 検定 測定結果 示  
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Fig.53-3 Flow Sheet and Result of Concentrate & Tailing 

 

 磁選精鉱 磨鉱物 

想定 金属鉄含 +0.5mm 測定結果 39.65% い事 明 既存設備

磨鉱 品 ッ 不十分 あ 事 明  

以 ン 検定後 回 写真 掲載 外見 日本 電炉 化期

回 金属鉄 近似 い 全体的 粒度 細 く全 -30mm 以 あ  

 

 

Photo.53-3 磨鉱後  

 

+30mm 含 無い事 粉砕後 磁着物 -0.5mm-C 含 40.21% 高い

微粒金属鉄 含 高い事 分 粉砕後 磁着物 -0.5mm-C 関 M-Fe

分析 行う事  

 

 



81 

 

 磁選尾鉱( ネ 分) 

磁選尾鉱中 +0.5mm 1.38% 金属鉄 逃避 少 く -0.5mm ネ 分中 磁着物

含 少 い 粉砕粒度 20mm 以 細 い事 起因 い  

 

 化学成分分析結果 

磁選精鉱 磨鉱物 磁選尾鉱( ネ 分) 供試料 ン 検定 得 1) +0.5mm

 2) -0.5mm ネ 3) -0.5mm 磁着物 4) -0.5mm 磁着物 供試料 1) 湿式分析

 2)～4) 蛍 X線分析法 成分分析 行 以 +0.5mm 分析結果 記載

 

 

1) 金属鉄( )分 性状 

+0.5mm 分 炭素分 分析結果 鋼鉄 あ 事 分 DRI＋電

炉溶解工程 銑鉄 DRI 化部分 用い 脱炭 応 進 い 事 明

目視観察結果 一致  

一般 鋼 処理 銑鉄 処理 比 鉄分 品 ッ く 製鋼 処

理 工夫 必要 P, S 含 い い事 回 評

価 高く 考え  

結果 以 記載  

 

Table 53-5 Chemical components of +0.5mm Metals 

Sample name C % Si % Mn % P % S % Cr % 

磁選磨鉱-Ｃ+0.5mm  0.12 0.39 0.02 0.035 0.039 0.01 

磁選尾鉱+0.5mm  0.12 0.27 0.02 0.025 0.037 0.01 

 

2) ネ 分 性状 

-0.5mm ネ 分 塩基度 V=CaO/SiO2 <2 あ 通常 電炉 比

い 金属鉄中 P,S 含 十分 い 造滓効果 十分 あ 流動性 良

い い 思わ ン 鉄源 考え 場合 T-Fe>40％程度 必

要 あ 複合原料 置付 考え  

結果 以 記載  
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Table 53-6 Chemical components of minerals 

試料  M.Fe % SiO2 % Al2O3 % T.Fe % CaO % MgO % S % Na2O % 

磁選磨鉱

-C 

-0.5mm 4.92 13.01 7.16 34.75 21.42 7.37  0.07 0.09 

-0.5mm-C 8.37 11.65 6.49 38.34 19.22 6.62  0.05 0.08 

-0.5mm-T 0.98 14.97 8.16 29.75 24.59 8.51  0.05 0.09 

磁選尾鉱 

-0.5mm 1.23 18.24 9.08 24.25 29.58 8.20  0.05 0.09 

-0.5mm-C 20.36 11.88 6.00 41.03 19.68 5.91  0.06 0.09 

-0.5mm-T 1.02 18.45 9.22 23.84 29.88 8.32  0.05 0.09 

試料  K2O % Cl ppm TiO2 % P2O5 % MnO % Cr2O3 % CaF2 %   

磁選磨鉱

-C 

-0.5mm 0.09  78 0.61  0.38 0.22 0.07 < 0.01   

-0.5mm-C 0.09  71 0.57  0.34 0.19 0.07 < 0.01   

-0.5mm-T 0.09  78 0.69  0.44 0.26 0.08 < 0.01   

磁選尾鉱 

-0.5mm 0.10  73 0.76  0.49 0.37 0.06 < 0.01   

-0.5mm-C 0.09  79 0.60  0.31 0.26 0.06 < 0.01   

-0.5mm-T 0.10  72 0.79  0.49 0.37 0.06 < 0.01   

 

3) -0.5mm 磁着物 性状 

-0.5mm磁着物 T-Fe含 見 焼結原料 適 い Al2O3 含 高く

使用制限 必要 ン 向 製品製造 -0.5mm 粉砕 必要性

ば 回 増や 事  

 

 ン 作成 び 設備診断 

以 結果 元 既存 処理設備 ン 作成 以 記

載  

 

 

Fig.53-4 既存 処理設備 ン  
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本調査 採 磁選磨鉱物 品 い D 社既存設備 ボ 能力不

足 起因 磁選尾鉱 金属鉄含 2%以 良好 あ 原料中

金属 含 い 結果 +0.5mm 金属鉄 回 率 く い  

 提案 処理設備 い  

電炉 中 金属 含 極端 少 い 金属鉄 歩留改善 い 提案

容 処理 増加 150tph 安定化 手選 作業や機械停 い ッ 設備

入 回 高品 化( 品 ≒85%) 以 提案 処理設備 い

ン 記載 尚 塵機等 環境関連設備 並行 提案  

 

 

Fig.53-5 提案 処理設備 ン   

 

(3) E 社調査結果 

既存 製鉄所 加え 高炉＋転炉 用い 製鋼所等 複数 新設計画 E 社 調査結

果 以 通 あ  

 

( ) 製鋼 処理 活用状況 

既存製鉄所 製鋼 90 万 tpy 発生 製鉄所 地域 運び 当

地 簡易 処理 ン 設 処理 行 い 処理 追い 未処理 ッ

200 万ｔ積 い  

( ) 事業提案 可能性 

 十分 処理能力 当社提案 対 E 社 期待 高く 設備 や技術

折 込 提案 提 欲 い 要望 さ 等 事業提案 可能性 高い

尚 E 社 効活用 関 提案 い 確認 来  

 現在競合他社 E 社 行 い いう E 社 説明 確認

価格競 力 含 E 社 応え 提案 行う必要 あ  

 新設計画 関 処理 い E 社 体的 検討 始 い い段階 高

炉 電炉 い 製鉄所 主要 ン 計画推進 確定 後 処理 検討 行う

将来的 事業提案 行え 可能性  
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(4) F 社 JSW 社 調査結果 

Shri O.P.Jindal 氏 総裁 務 Jindal Group ン 複合企業 あ 1 事業 あ

JSW JSW Steel Ltd 社 Vijayanagar 製鉄所 ン 国 製鉄所唯一 高炉＋COREX

＋転炉 用い 製鋼 い 回 調査対象製鉄会社 JSW 社 Vijayanagar

製鉄所 定 COREX 設備 融解 EF 知見 少 い 製鋼 性状調査

要  

尚 社 JFE 包括的技術協力 行 後生産 倍増 期待さ い  

 

Table 53-7 Summary of JSW 

Plant name State Steel method Process 

Vijayanagar Karnataka Integrate BF+DRI+EF 

Salem Tamil Nadu NA Recycling 

 

 

Fig.53-6 Map of JSW 

 

( ) 備調査結果 

2012 年 10 10 日 民間 処理会社 訪問 処理 ン 第 2 会社

あ 現地 協調体制 組 検討 実態調査 行 他国営製鉄所

搬 JSW 社 処理 6 年担当 い 訪問 際 以 要請  

 JSW 社 製鉄所 処理提案 

 製鉄所 増産計画 対応 処理設備 検討 

 現地調査 要請  

 

競合他社 JSW 社 Vijayanagar 製鉄所 処理 計画中 あ 現在運営

中 処理会社 日本側 協力 要請 回 容確認 JSW 社 要望 目
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提案 容 調査 JSW 社 競合他社以 技術 日本並 環境要求事 成

処理 ン 提案 要求  

 

( ) 訪問調査結果 

以 JSW 社 訪問調査結果 記載  

 

 

      

 

 

 

 

 

Photo.53-4 処理工場       Photo.53-5 原料 40 万 t+200 万 t 貯蔵  

 

 

Photo.53-6 現状 処理工場 MRP-1 設備全景 

 

 

Fig.53-7 MRP-1 Flow & Balance Sheet 
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Photo.53-7 現状 処理工場 MRP-2 設備全景 

 

 

Fig.53-8 MRP-2 Flow & Balance Sheet 

 

以 社 対 効活用 い 交 経緯 容 述  

 

Table 53-8 交 経緯 

年 日  容 部 署 席者 概 要 

121109 
第 1 回 

合 検討会 
製鉄所 印 6 日側 6  

実態調査 ﾌ ﾊ ｲ

ﾌ ﾗ 打合 細：  参照 

130302 
第 2 回 

合 検討会 
製鉄所 印 12 日側 5  

Proposal 容 討議 提  

細：  参照 

 

 第 1 回関 者合 検討会 

 保管状況確認 

 現状 処理 ン び 生産状況確認 

        MRP(Metal Recovery Plant)-1 MRP-2 
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 JSW 社 提 さ Contract Scope and deliverable  弊社 提 Counter of  

Contract Scope and deliverable 関 意見交換 

 日本 環境 安全基準 準 設備設計 要請 

 ネ 分 用途開発 関 要請 

 後 増産計画 

 処理 関 技術協力 要請 

 ッ ン 試  

1) 試 結果 処理  

2) 環境対策設備機器 付加： 塵機等 環境対策 

3) 処理設備 土地 Utility  Consumption 

4) 処理設備 ン Quality Control 

5) ネ 分 効活用 い  

 後 方針 

1) ッ ン 試 最適 検討 

2) 検討結果 基 設備 基本設計 提案 

 

Photo.53-8 関 者合 検討会 

 

 第 2 回関 者合 検討会 

 JSW 社 提 Proposal 関 質疑応答 

1) +250mm 品 改善 

2) Steam aging system 細説明 

3) 推進体制 確認 

4) 設備見積 

 ッ ン 試 基 技術会議 

 ン  

 現 処理 ン JSW 社 転倒場見学 
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Table 53-9 製鋼 対象  

 

計画中  現在 製鋼   

DRI  B F 対象外 

    

EAF  HMDS 脱 S  DS-Slag：18% 

    

製鋼 ：950 万 tpy  BOF 転炉  BOF-Slag：57% 

：315 万 tpy    

比：331kg/S-t  LHF( 鍋精錬炉) LHF-Slag：25% 

 

 

( ) 後 方針 

 事業 キ  

JSW 交え キ い 途検討協議 

 細技術提案 

工程毎 分 処理 場合 基本設計 JSW 社 提案 
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5.1.4 調査結果 

 

(1) 備調査結果 

( ) ン 国 製鉄所 調査結果：対象製鉄所 選定 

( ) 製鋼 効活用 巻く状況調査結果 

関連法規制 関連機構 機関等 他 競合他社 協力企業 ン

動向 気候条件等 調査⇒投資 回避 検討 

( ) ネ 分 効活用 調査： 効活用 選定 

 

(2) 訪問調査結果 

事業実施体制 1.2 (2) 示 通 あ 国営製鉄所 対 阪和興業㈱ 民営製鉄所 対

井物産㈱ 中心 現地法人や 請負者 共 行 国営

製鉄所 2 社 民営製鉄所 9 社 訪問調査 優 付 以 調査結果 記載  

 

Table 54-1 調査結果一覧 

 

 

 

(3) 組成 性状調査及び ッ 試 結果 

( ) ネ 分 組成 性状等調査 結果 

訪問調査 理解 得 製鉄所 中間品 ネ 等 少 サン ン 分析

性状調査 実施 結果 一部 Table 3 示 ネ 分 効活用

対 市場開発 活用  

 

 

 

 

 

 

1  備調査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2  訪問調査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3  環境 対 製鉄所 理解 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

4  処理 実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5  ｲ ﾌｫ ﾏ ｸﾀ 共存 × × ○ ○ ○ ○ × × × × ×

6  性状 備調査 ○ ○ ○ ○ ○

7  協力企業 存在 × ○ ○ ○ ○

8  ッ ン 試 ○ ○ × ○

区分 国営 民営一貫 民営中

製鉄所

ッ

A

社

B

社

C

社

D

社

E

社

F

社

G1

社

G2

社

G3

社

G4

社

G5

社
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Table 54-2 各製鉄所 ネ 分 成分分析結果 

 

 

ネ 分 選 金属分 除い あ 日本 製鋼

活用 2011 年 見 製鉄所 再利用 約 16% 路盤材等 路 利用 約 31%

土木材料 約 34% ン 原料 約 4% い 電炉 塊状 転炉 塊

粉状 いう特徴 あ  

金属鉄 M-Fe 含 率 ン 原料 用い 場合 1%以 理想 あ 特 D

社 い 高い結果 中 金属分 ネ 分 選 不十分 逃

避 い 示 い ン 原料化 不適当 あ  

塩基度 CaO/SiO2 関 F 社 高い結果 M-Fe 減少さ ン 原料化

可能 あ  

結果 断 C D 社 ネ 分 F 社 ン

活用  

 

( ) ッ 試 結果 

様 理解 得 体的 提案書 提 求 一部 製鉄所 関 ッ

試 実施 対象製鉄所 既存 簡易 サ 設備 い 装置 活用

各工程 回 産物 日本 持 帰 検定 行  

試 結果 6 述  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(%)

製鉄所 製鉄法 SiO2 Al2O3 FeO M-Fe CaO MgO P2O5 MnO

 社 電 炉 16.54 3.17 28.87 1.09 31.01 6.08 0.96 1.51

 社 電 炉 16.25 9.57 32.92 2.46 25.20 10.5 0.48 0.21

Ｆ 社 転 炉 11.35 0.90 23.51 1.00 40.76 7.46 1.50 4.40

製鉄所 製鉄法 Na2O K2O TiO2 Cl S CaF2 B2O5 CaO/SiO2

 社 電 炉 0.09 0.08 0.67 <1ppm 0.080 <0.01 - 1.87

 社 電 炉 0.08 0.10 0.96 <1ppm 0.038 <0.01 0.09 1.55

Ｆ 社 転 炉 0.01 0.01 0.35 - 0.039 - 3.07 3.59
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5.2 ネ 分 効活用 調査結果 

 

ネ 分 約 90% 占 効活用 不可避 課題 あ ネ

分 活用 関 備調査 行  

 

(1) 目的 

( ) 事業拠 構え 地域 

ン 国 製鉄所 配置 中 ネ 分 効活用 あ ン や路盤材

や肥料 等 ン 調査 絞 込  

 

( ) 回 ‐処理‐資源売却 一連 ン 考慮 ネ  

処理 分販売 ネ 分 効活用 考慮 ネ 検討

ネ 分 効活用 ン わ 物流費 ボ ネッ 100 万 tpy

処理 実施 場合 90 万 tpy(毎 7.5 万 t) ネ 分 荷 物流 必要 あ 製

鉄所 効活用 距 益性等 大 く影響 両社間 路 ン 整備状

況 物流効率 変化  

 

(2) 調査結果 

調査状況 以 示  

 

Table55-1 ネ 分 効活用 調査進捗状況一覧 

調査  調査状況 

Indian Railway    

鉄 省  

  鉄 用 規格 準 必要あ  

  適合規格：SPECIFICATIONS FOR TRACK BALLAST 

  使用 関 積極的 あ 単価 安い 

National Highways 

Authority of India 

  鉄 用 規格 準 必要  

  適合規格：入手中 

  官民 連携 懸念あ  

ン 会社 

  微粒 除去 水砕化 要望 

  徐冷 製鋼 ン 原料化 認識  

  M-Fe 規格 関 調査 必要 

 

調査 訪問調査 容 以 記載  
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( ) Indian Railway 鉄 省  

2012 年 10 訪問 調査 容 以 記載  

 製鋼 回 鉄 使用可能 

 製鉄所 向 試 中 

 粒度や比 等 規格 合えば使用可能： 規格書入手 

 製鋼 魅力 安価 事 あ 工場 施工場所 距 運搬コ 要 

 試 結果 Proposal 提  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

Photo.55-1 Indian Railway 本社 

 

以 適合規格 SPECIFICATIONS FOR TRACK BALLAST：全 15 頁 一部 記載  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.55-1  SPECIFICATIONS FOR TRACK BALLAST 一部  
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( ) National Highway Authority of India  

2013 年 2 路交通省 部組織 あ National Highway Authority of India 訪問

調査 容 以 示  

 製鋼 路用 効活用 提案 

 Manual of Edifications & Standards for six Laning of Highways though Public Private  

Partnership (Indian Roads Congress 2010) 紹 準 試 結果 提案書 提  

 提案書 Indian Roads Congress 評価 

 日本政府機関 働 必要 

  

( ) ン 会社 

調査 容 以 示  

 J/V 含 製鋼 効活用 積極的 使用基準  

 ネ 分 分析結果 使用工程 方法 い 質問 

 CaO 最 43.5% 必要 

 ン 原料 ン ン 原料 区 明確化 必要 

 

(3) 後 方針 

製鉄所 一体 ネ 分 効活用化 必要 思わ 製鉄所 提案中 
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6 ロッ プ ン 試験 

 

具体的 提案書 提出を求 一部 製鉄所 関 ロッ 試験を実施 対象製鉄所

既存 簡易 サ 設備を有 い そ 装置を活用 各工程 回 産物を日

本 持 帰 検定を行  

F/S 必要 1)金属 含有量 2) タ ン 検定 測定 成 析 3)回 金属鉄

成 析を行 ま 有効活用 必要 ネ  1 化学 析 2)水浸膨張試

験 3)含有鉱物測定を行 更 最適 処理プ ン 設計 必要 1)各産物 比重測定

2)水 測定等 実施  

成 析等 関 高周波プ 発光 析 蛍光 X 線定量 析 X 線回折及び JIS 準

実施  

こ タ 製鉄所へ プ ン 提案書 中へ活用  

ロッ 試験を実施 製鉄所 内 一例を以 記載  

 

 

1 検定 析方法 

1.1 ッチ 検定方法 

供試料 内 ＋150mm サ ッチ (媒体： 

ロッ )を使用 タ 検定を行 各試料を装入

破砕 粉砕を行  

1.1.1 設備      

 名称 ッチ     

 内寸 φ750 ㎜×900 ㎜    

 媒体 鉄製ロッ φ70 ㎜×800 ㎜ 20kg   

 回転数 96rpm     

       

1.1.2 条件      

 原料 サンプ ン 量全量   

 ロッ  10 本 200kg    

 時間 45       

 

1.2 タンプ 検定方法 

供試料 タンプ を使用 タ 検定を行  

1.2.1 設備 

 名称   タンプ  

 ロッ    φ45×1700 ㎜ 30kg 

Photo.6-1  ッチ  

Photo.6-2 タンプ  
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 ロ   150 ㎜ 

 サ    60 回/  

 乳鉢   外径×内径×深さ＝168×162×132 ㎜ 

 

1.2.2 検定手  

試料 500g を乳鉢 装填 ロッ を落 さ 破砕  

落 回数 試料 硬度 異 破砕 タ  

離 試料 0.5 ㎜ 篩い け 0.5 ㎜以  

を タ 0.5mm 以 ン タ 磁着率測定 供                     

 

1.3 ン タ 磁着物含有率測定方法 

タンプ 検定 0.5 ㎜以 を対象 測定を行  

1.3.1 設備 

名称     原田式 ン タ  

磁束密度  0.09T 

 

1.3.2 測定手  

製 ボ 内 試料を 100g 投入 ン

タ 磁極 磁着 を回 磁着物 非磁着

物 重量割合 磁着率を求  

 

1.4 化学 析方法 

1.4.1 試料調製 

タンプ 粉砕 後 微粉砕 析試料 タンプ 粉砕後

い 粒径 10 ㎜以 10 ㎜ 篩い け 以 調製を行  

 +10 ㎜： ン 試料採取 採取 粉 微粉砕 

 -10 ㎜： タンプ 粉砕後 微粉砕 

+10mm -10 ㎜ 発生比率 応 合成 後 析試料    

          

1.4.2 析方法 

1) 全試料 

 T.Fe ： 高周波プ 発光 析法(ICP-AES) 

 M.Fe： JIS M8213 鉄鉱石－酸可溶性鉄 (II) 定量方法  附属書 二 ロ 酸 

ウ 滴定法  Ⅴ 金属鉄を含 鉄鉱石 酸可溶性鉄(Ⅱ) 析方法  

          1.金属鉄定量方法 準 実施 

 

 

Photo.6-3  ン タ  
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2) +0.5 ㎜ タ   

 C    ： JIS G1211-2 燃焼－ 容量法  準 実施  

 Si Mn P S： 高周波プ 発光 析法(ICP-AES) 

 

3) 尾鉱-0.5 ㎜ ン タ 非磁着物       

 CaO SiO2 Al2O3 

 FeO MgO MnO 

     Na2O TiO2 Cl 

      S P2O5 CaF2  

 B2O3   高周波プ 発光 析法(ICP-AES) 

※ ICP-AES：Inductively Coupled Plasma – Atomic Emission Spectrometry 

 

4) 尾鉱 

   X 線回折 鉱物組成確認 

 

1.5 水浸膨張試験 

JIS A 5015 附属書 2 鉄鋼 水浸膨張試験方法 準 実施 

 

1.6 比重測定 

尾鉱 嵩比重及び真比重 IHI 製空気比較式比重計 測定を行  

 

1.7 水 測定 

恒温乾燥器 105℃±5℃ 24 時間乾燥 秤量 

 

2 結果 

2.1 ン   

試験結果を基 ン Fig.1 を作成  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.6-1  ン  

蛍光 X 線定量 析 
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Fig.6-2  ン  

 

2.2 各産物 検定結果 

各産物 検定結果を以 示  

 

Table 6-1 粒度 布 

 

 

Table 6-2 タ 析結果 

 

 

Table 6-3 タ 粒度 布 
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Table 6-4 成 析結果 

 

 

Table 6-5 ネ 成 析結果 

 

2.3 X 線回折 

Table 6 測定結果及び測定チ を記載  

 

Table 6-6 X 線回折結果 

  鉱物組成 

 ◎ 検出(強い)  MgO 

 ○ 検出  Ca(OH)2 3CaO Al2O3 SiO2 FeO 

 △ 検出(弱い)  CaCO3 MgCO3 2CaO SiO2 Fe3O4 Fe2O3 Mn2O3 Mn3O4 

 × 不検出  CaO Mg(OH)2 3CaO SiO2 CaO SiO2 3CaO Al2O3 MnO 

 

 

Fig.6-3  X 線回折チ  

 

 

 

CaO SiO2 Al2O3 FeO MgO MnO Na2O K2O TiO2 Cl S P2O5 CaF2 B2O3

(%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (ppm) (%) (%) (%) (%)

25.20 16.25 9.57 32.92 10.50 0.21 0.08 0.10 0.96 <1 0.038 0.48 <0.01 0.093

5㎜ ag 成

尾鉱
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2.4 水浸膨張試験 

Table 7 試験結果を示  

 

Table 6-7 水浸膨張試験結果 n=2  

           

2.5 比重測定結果 尾鉱  

Table 8 測定結果を示  

 

Table 6-8 比重測定結果 

嵩比重 1.50 

真比重 3.72 

充填率 40% 充填率＝嵩比重/真比重 

 

2.6 水 測定結果 

尾鉱 水 を 3.8 方法 測定 測定 結果 水 1.88％  

 

3 考察 

3.1 タ 含有量 

け M-Fe 含有率 12.83％  

 

3.2 水浸膨張 

水浸膨張試験 初期 0.11～0.15%ま 膨張 後 平衡 達 7 日目以降再び膨張

を始 10 日時点 膨張比 n=2 平均 0.21% JIS 規格 10 日間 1.5%以 他社

多く 10 日間 0.5%以 あ 問題 く い  

 

3.3 X 線回折 

X 線回折試験 い 膨張 関 鉱物 MgO Ca(OH)2 観測さ MgO 膨張

Mg(OH)2 MgCO3 そ 応 非常 緩慢 あ 本試料 い MgCO3 ピ

微弱 あ 通常 膨張 F-CaO 多く F-CaO 膨張後 Ca(OH)2

本試料 い CaO 検出さ F-CaO 存在 いこ 水浸膨

張比 測定値 本試料 化 可能 あ 言え  

 

 

 

日付 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

0.00 0.11 0.11 0.11 0.11 0.11 0.11 0.14 0.16 0.17 0.20

0.00 0.15 0.15 0.15 0.15 0.15 0.15 0.15 0.16 0.19 0.22

平均 0.00 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13 0.15 0.16 0.18 0.21
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3.4 比重 

通常 充填率 60％前後 あ 対 40％ 低い結果 こ 尾鉱 粒

度 布やそ 形状 整 い い あ へ 有効活用を行う場合 破砕方式 考

慮 必要 あ  

 

3.5 水  

検討中 処理プ ン 乾燥 付い い い ま 発塵を防止

水 5％以 妥当 あ 測定結果 1.88％ 問題 雨季対策や冷却後

管理 必要 あ  

 

4 試験結果総括 実施 3 製鉄所  

 

Table 6-9 各製鉄所 中 金属鉄含有量測定試験結果 

 

 

 

 

 

Table 6-10 各製鉄所 中含有鉱物測定結果 

 

 

   金属鉄 含有量を見 各社 見 こ サンプ ン く 製鉄所毎

製鋼法や設備等 差 考え 工程毎 を 再度試験を行う必要 あ

含有鉱物を見 膨張 関 MgO 製鉄所 検出さ 使用 際 膨

張崩壊 原因 特 C D 社 関 エ ン 膨張を 進 束さ 方法 等を施

必要 あ  

製鉄所 製鉄法 CaO Ca(OH)2 CaCO3 MgO MgCO3 FeO C3AS C2S MnO

 社 電 炉 ○ ◎ × ○

 社 電 炉 × ○ △ ◎ × ○ ○ × ×

Ｆ 社 転 炉 ○ ○ ○ ○ ×

※  Ｘ線回折 鉱物検出 ◎：検出 強 ○：検出 △：検出 弱 ×検出さ

※  A ： a Al i    ： a i

(%)

製鉄所 製鉄法 +0.5mm-C M-Fe

 社 電 炉 8.10 10.80

 社 電 炉 1.97 3.89

Ｆ 社 転 炉 12.20 12.83
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7 現実可能性 評価結果 

7.1 事業採算性 評価 

以 調査分析結果を踏 え 対象化 い 発生 製鋼 処理

係 細 現状 種類 発生 コ 既存企業 動向 い 調査を行

そ 基 事業基本計画を策定 事業化 向 実現可能性 い 評価を行

Fig.6-1 本事業 適用範囲例を Fig.6-2 設備 例を記載  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画段階 い 事業化 可能性 あ ネ 関 実現可能性 簡易

的評価を行 本調査事業 調査分析結果等 請負者 国内 加 実績情報を基

各 ネ 事業採算性 単純投資回収年 内部収益率 IRR 等 見込 計算

を行 ン 企業税優先 減価償却法 率 緩慢 環境 安全 現地建築基準や建

設費を考慮 ば 実現化 可能性 更 高い 断出来 整備さ い い環境基

準 従 日本国外競合他社 比較 競 力 欠 後 環境法的要求事 動

向 事業実現化を 右  

回製鉄所 見積 安全 環境対策費 建屋 防音設備 集塵機等々

見積 総 約 10％を占 事 競合他社 金 比較 設備投資総

差 出 事 必然 あ 将来的 環境対策方針を持 製鉄所 対 提案を

行う事  

あ 製鉄所を例 発生 を年間 100 万ｔ 場合 事業性 評価結果を以

記載 尚 事業評価 前提条件 以 示 通 あ  

  処理       ：100 万 tpy 

  設備投資      ：約 2,000 万 USD 

  金属鉄含    ：11.0% 

  回収率         ：90.0% 

  回収金属鉄評価 ：125.35USD/t 

  関税           ：30.0% 

 タ ネ 分 販売価格を 1USD 販売 Case-1 2USD 処分

Fig.7-1 本事業 適用範囲 例  Fig.7-2 設備 例  
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Case-2 2 タ ン  

 

Table 7-1 事業性評価 例  

 

 

計画段階 F/S 輸入関税 考慮さ 投資回収年数 3～7 年

想さ そ を考慮 場合 5～9 年 大幅 延び 一般機械等 関 現

地調 化 要点 売 ネ 分 販売単価 投資回収年数

え 影響 大 く そ 市場開拓 結果 事業収益を 右 明  

処理事業 ネ を排出 製鉄所 意向 右さ

記 加え装置供給 効活用 及び人材育成 い ネ

等 想定 製鉄所 交 事業実現 臨 必要 あ  

 

 

7.2 環境負荷削減効果 評価 

 

製鉄所構外 処理施設 関 環境基本法 1991 年 水質(2003 年) 大気

(1987 年) 音(2000 年) 施行後 10 年以 経過 い 古い法 準 環境影響

評価 2006 年 を実施 大幅 改善効果 期待 い事 測さ 構外型

処理施設 実現性 い事 あ 事業化調査 保留 い 構内型 処理

施設 関 製鉄所 MOU 締結 段階 再度評価手法を確認 対応  

 

(1) 鉄鉱石 天然資源 CO2 抑制 測 

現状 ン 一般的 処理 簡易 ン あ 鉄分回収率 品

い 弊社 術 完全 成さ 場合 様々 環境負荷 減 見

込 そ 効果を試算 評価 定 化 以 前提条件 基 い

100万ｔを処理 場合 環境負荷 減効果 試算結果を記載  

Case-1 Case-2 備 考

12,535,000 12,535,000 ﾈ 分 販売価格

826,000 -1,652,000 a ：

13,361,000 10,883,000 a ：

1,571,940 1,571,940

1,333,498 1,333,498

1,126,630 1,126,630

2,779,280 2,779,280

1,520,480 1,297,460

8,331,828 8,108,808

5,029,172 2,774,192

25,295,949 25,295,949 輸入関税 約 % 含

5.03 9.12

19.9 11.0

限界利益 ＝ －

設備投資金

投資回収年数

ROI %

投資回収指標

電気 水

修理 消耗品費

荷造 運賃

金利等そ 他コ

コ 合計

売

コ

金属鉄 ッ

ネ 分

売 合計

人件費
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( ) 前提条件 

 粗鋼生産 1000kg 付 130kg 製鋼 排出さ 製鋼 中 金属鉄 

含 10％ 金属鉄回収率 98％ 処理能力 100万tpy  

 鉄鉱石 T-Fe=60％ 高炉法 粗鋼生産 １ｔ当 CO2発生 2.06t  

(環境省2006年 タ  

 転炉冷却材使用CO2発生 =153kg/t-Steel  

 転炉 中 CaO=45％ SiO2=15％  

     CaCO3 100kg →CaO 56kg +CO2 44kg  

     をセ ン 添加 場合 CO2抑制効果： 1t=⊿CO2：0.4ｔ 

 

( ) 算出結果 

 

Table 7-2 100 万ｔあ 環境負荷 減効果見込  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

処理 回収さ タ 回収 20 万 tpy タ ネ 分 効活

用 全 成さ 場合 約107万 tpy CO2削減 見込 処理 セ

ン 向 場合 微粉化 M-Fe 除去 効活用先 輸送 関 ネ を

考慮 場合 タ 20～30 万ｔpy CO2 抑制効果 見込  

ン CDM 手法 認 他国 比 著 く く 却 率 世界

No.1 あ 維持管理 要 コ を加味 利益性 い 指摘を

評価手法 関 再度見直 必要性 あ  

 

(2) 処理設備 環境対策 

現状 処理施設 問 点 当 思わ 環境関連法 従い ン 設計

を行う 対策及びそ 効果を以 記載  

 

 

 

20～30 万ｔpy 

CO2 削減 

(tpy)

金属鉄回収 万

減少 万

天然資源 万

万

万

発生 削減 万

セ ン 添加効果 万

▲ ～ 万

鉄鉱石

還元 削減 排出 減

高品 粒鉄を冷却材使用 削減

ﾈ 分を ﾒ 利用 使用 減

購入 減少

a 使用減

炭酸 発生抑制

CO2

処理及び輸送ｴﾈ 発生
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Table 7-3 処理施設 現状 環境対策後 効果 

 

 

現状 環境対策 十分 あ 見 水質 大気等 各区分 対

応 対策を施 環境 配慮を行う  

現時点 日本 環境法的要求事 ン 過 あ 思え 製鉄所

ッ 意識 高く必要条件  

 

 

7.3 社会 容性 評価 

 

ネ 妥当性を

得 製鉄所 ン 等 分析

ネ を構築 評価  

2009年 2012年 当社 B 社製鉄所 現

地調査 発生 一部 簡易処理さ

い 未処理分 合わ 約 250 万 t

製 鉄 所 構 内 積 さ い

Photo.1 示 様 国営製鉄所 あ 適

処理 程遠い状態 あ 後 ン

製鉄業 健全 発展 先送 状態 産

物 処理 優先 課 あ  

ン 環境省や CPCB Central Pollution Control Board 製鉄所 環境改善要

請 あ 当社 製鋼 処理 術 ン 政府 企業等 入  

 

 

 

 

 

 

区 分 現 状 問 点 対 策 効 果

建屋内 処理

環境集塵機 設置

調 装置 設置

音

屋外処理

対策

対策 音大

建屋内 処理

等 防音 屋設置

音軽減

建屋内基礎 補強

設備 付補強

発塵防

外部 粉塵飛散防

振動 建屋 設備

破損 発塵

屋外処理

排水設備あ

油水分離あ

外部 流出防

雨水 汚濁防

対策 常 発塵

建屋 設備 振動防

建屋内 処理

大 気

振 動

水 質

雨季 大雨 対応出来

い い 害物質

油分流出 恐 あ

対策

屋外処理

対策

Photo.7-1 新規 入設備(環境対策 ) 
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7.4 現地政府 企業 連携等 実施体制 構築 

 

構築 実施体制を以 示 略称 2 4 参照  

 

Fig.7-3 製鋼 効活用事業化時 実施体制 
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8 実現可能性 検討 

 

現在 進捗状況を以 記載  

 

Table 8-1 進捗状況一覧 

 

事業実現可能性 検討 い 根本的 1)製鉄所 理解 2)既存業者 共存 3)

競合他社 比較 4) 効活用先 理解 得 事 必要 あ B 社 関 後

協調を得 いく  

 

(1) 課  

 

 ( ) ン セ タ 存在 

中 民営製鉄所 ン 呼ば ネ 分 処分業者 存在

を 製鉄所 ン を通 確認 い 製鉄所 最終処分( 効活用)先

確認を行 顕在的問 点を い 環境影響評価結果を考慮

構外型 ネ 検討 当 製鉄所 優先 を

ン 接触 行わ い  

 

( ) 環境法 廃棄物処理法 製造者 任 法等 未整備 

整備さ い い環境基準 従 日本国外競合他社 比較を 競 力 欠

後 環境法的要求事 動向 事業実現化を 右  

弊社 提案 ン 占 安全 環境対策費 設備投資金

約 10％を占 必要性を認識 い製鉄所 過 投資 考え

弊社 競 力 欠 事 環境 対 製鉄所 理解 大前提 回 調

査 中 民営製鉄所数社 将来的 ン 環境要求事 対応可能 設備や日

本並 環境対策 方針 得  

1  備調査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2  訪問調査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3  環境 対 製鉄所 理解 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

4  処理 実施 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5  ｫ ﾀ 共存 × × ○ ○ ○ ○ × × × × ×

6  性状 備調査 ○ ○ ○ ○ ○

7  協力企業 存在 × ○ ○ ○ ○

8  ッ ン 試 ○ ○ × ○

9  vi a i  発行 ○ ○ ○ ○

10  提出 ○ ○ ○ ○ ○

11  競合他社 比較 × ○

12  現時点 状況 中 × × 中 中 中 × × × × ×

社 社 社

区分 国営 民営一

製鉄所

ッ

社 社 社 社 社 社 社 社

民営中
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( ) 製鋼 回収さ ネ 分 効活用化 意識 足 

製鉄所 ン 高炉 安心 効活用 可能 あ 製鋼

効活用 関 ン 国内規格 未整備 あ 否定的 あ 事 一見解

得 日本 事例を紹 効活用 関 ン 政府 認等を求

場面 あ 製鉄 産物 対 製造者 任 認識 欠 い 製鉄所 あ

後 回収さ ネ 分 活用 い 製鉄所 意識を高 事 最大

課 あ  

ネ 分 そ 物性 EF 路盤材 等 BOF セ ン 原

料化 最適 効活用先 高炉 セ ン 原料化 関 認識 高い

製鋼 関 否定的 状況 あ ネ 分 活用 関 意識 向 市場

開拓 後 課 産物 価物 あ 否 産業廃棄物中間処

理業 許可 必要  

3 事業採算性 評価 試算 実現可能性評価 段階 ネ 分 評価

収益性を 右 ネ 分 評価 $2/ton, $1/ton, $0/ton, $-1/ton 運賃 $1/ton, 

$2/ton 仮定 100 万 tpy 発生 製鉄所 場合 そ 売 く コ

負担 以 表 様 結果 $400 万/年 差  

 

Table 8-2 ネ 分 評価差 収益影響度 $万/年  

 

 

 

 

 

( ) 現存 既存業者 協調 

い 製鉄所 関 簡易的 処理を行 い 設備 故 等 修理

ン ン 負担 多く 処理 未 課 い 製鉄所 原因 究明

十分 あ 既存業者 多い 製鉄所 既存業者 対 排他的

面 多い  

 

( ) 関税 金利 

3 記述 輸入関税 関 約 28% 資金調 関 金利 約 12%

事業化 大 課 い  

 

 

 

 



108 

 

(2) 課 対 改善案 

 

( ) 構内型 処理 

( ) 環境法 廃棄物処理法 製造者 任 法等 整備 法制化 

( ) 製鋼 回収さ ネ 分 活用 関 認識度 向  

( ) 現存 既存業者 人材活用 教育訓練 構築 

( ) 現地調 等 コ 削減： 建設会社等 調査 

建設会社 関 日本国内 日系 ン 国内企業 ン 大企業及び中

企業 コ や 術力 い 点 い 比較 調査を行う  

( ) 日本政府機関 金利融資政策 EPA 経 連携協定 等 利用 製鉄所自体

処理施設 運営 
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9 関係者合 検討会 開催結果 

 

 以 各製鉄所や機関等 関係者合 検討会 開催経過を記載 2013 年 3 時

点 35 回開催  

 

Table 9-1 関係者合 検討会 開催経過 

 

会社 機関 年 日 部 署 出席者 概 要

120214 貿易 印 日側 効活用事業化

120217 企画 印 日側 効活用事業化

120808 本社 印 日側 al提出

121008 本社 印 日側 al内容 討議

130228 本社 印 日側 al ｫ

120216 製鉄所 印 日側 効活用

121010 製鉄所 印 日側 al内容 討議 現場確認

120523 製鉄所 印 日側 効活用事業化

120723 製鉄所 印 日側 分析結果報告 al内容打合

120810 製鉄所 印 日側 al提出

120926 製鉄所 印 日側 al内容 討議

120620 製鉄所 印 日側 事業提案

120725 製鉄所 印 日側 分析結果報告 al内容打合

120831 製鉄所 印 日側 al提出

120928 本社 印 日側 al内容 討議

121126 製鉄所 印 日側 試 打合 び 試 実施

130214 本社 印 日側 al提出

120625 本社 印 日側 事業提案

120726 本社 印 日側 al内容打合

120813 本社 印 日側 al提出

120927 本社 印 日側 al内容 討議

121109 製鉄所 印 日側 実態調査

130302 製鉄所 印 日側 al内容 討議 提出

民営 社 120521 本社 印 日側 効活用 現場確認

民営 社 120521 本社 印 日側 効活用 現場確認

民営 社 120522 本社 印 日側 効活用事業化

民営 社 120522 本社 印 日側 効活用事業化

民営 社 120522 本社 印 日側 効活用 現場確認

国営 処理会社 121011 本社 印 日側 共 事業化 可能性調査

民営 処理会社 121010 本社 印 日側 共 事業化 可能性調査

鉄 省 121009 本省 印 日側 鉄 用 規格調査 効活用化

National Highway 130213 本部 印 日側 高 路用 規格調査 効活用化

120724 本社 印 日側 場建設 関 見積依頼

120926 本社 印 日側 場建設 関 見積内容検討

民営建設会社 121010 本社 印 日側 場建設 関 協調体制協力依頼

民営建設会社

国営製鉄所

社

L社

国営製鉄所

社 L社

民営製鉄所

社

民営製鉄所

社

 民営製鉄所

社

民営製鉄所

社 W社
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10 後 方向性 

 

後 タ ュ 例を以 示  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.10-1 Schedule for implementation 

 

現在 を提出中 製鉄所 MOU 契約締結 社会的 容性 確認

出来 時点 事業化 向 ョン ン ン を構築 製鉄所

ネ 製鉄所 規模 処理 意向 そ 内容 異 製

鉄所毎 個 作成  

現段階 ン を締結 日本 術的支援を優先さ 製鉄

所 あ 具体的 製鉄所 必要 処理設備 装置 供給 を 効活

用 及び人材育成 い 要請を  

後 ネ 分 効活用を市場開拓 備調査を一部実施 い 現

段階 鉄 省 高 路公団 セ ン 会社 活用 意識を高

労力 必要 考え  

 


